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熊本県農林水産部 

 

平成 28年熊本地震による 

被災農林漁業者への支援対策 



 



No 概要 事業名 頁

補助事業

1
被災した農業者が農業経営を維持していくため
に必要な農産物の生産・加工施設の復旧等の経
貹を支援

震災復旧緊急対策経営体育
成支援事業

P1

2

作物、農地、農業機械等に被害を受けた産地に
おいて、作目転換等に必要な農業機械リース・
パイプハウス等の共同購入、営農再開に必要な
資機材等の確保を支援

産地活性化総合対策事業
（熊本地震対応産地支援事
業）

P2

3
中心的な畜産経営体への施設整備・機械導入等
に対する補助

畜産クラスター事業
（平成28年熊本地震対
応）

P3

4
被災した酪農家に対し、簡易畜舎の整備、畜舎
修理資材の供給、家畜導入等への支援

酪農経営支援総合対策事業 P4

5
被災した肉用牛農家に対し、簡易畜舎の整備、
畜舎修理資材の供給、家畜導入等への支援

肉用牛経営安定対策補完事
業

P5

6
被災した養豚農家に対し、簡易畜舎の整備、畜
舎修理資材の供給、家畜導入等への支援

養豚経営安定対策補完事業 P6

資金

1
地震により被害を受けた農業者等が、経営改善
を図るのに必要な、長期かつ低利の資金を融資

農業近代化資金 P7

2
被害を受けた認定農業者が、農業経営改善計画
の達成に必要な長期資金全般を融資

農業経営基盤強化資金
（スーパーL資金）

（P7）

3
地震により被害を受けた農林漁業者の、果樹改
植、農林漁業施設、共同利用施設の復旧に要す
る貹用を融資

農林漁業施設資金 （P7）

4
畜産クラスター事業（平成28年熊本地震対応）
を実施するため、既往負債を低利で長期な資金
に一括借換える資金を融資

畜産経営体質強化支援資金 P8

資金負担軽減

1
地震被害対策として融資を受ける農業者等に対
する利子補給や保証料支援、農業信用基金協会
への出えん

平成２８年熊本地震被害対
策資金（農業）

P9

補助事業

1
被災した施設（農産物の生産に必要なもの）の
解体、廃材の運搬・処理に対する助成

震災復旧緊急対策経営体育
成支援事業

（P1）

補助事業

1
１．種子用大豆確保事業
　転換用大豆種子の確保・供給にかかる経貹を
助成

熊本地震営農支援事業 P11

2
２．生産組織作業委託支援事業
　作物転換等にかかる生産組織等の作業受託の
掛かり増し経貹を助成

熊本地震営農支援事業 （P11）

平成28年熊本地震による被災農林漁業者への支援対策【目次】

項目
１．農舎・畜舎、農業用ハウス、農業用機械、加
工施設等が被害を受けた

（１）農舎・畜舎、農業用ハウス、農業
用機械、加工施設等を復旧したい

（２）農舎・畜舎、農業用ハウス等を撤
去したい

２．作付への影響が生じている

（１）作付転換をしたい



No 概要 事業名 頁項目

3

作物、農地、農業機械等に被害を受けた産地に
おいて、作目転換等に必要な農業機械リース・
パイプハウス等の共同購入、営農再開に必要な
資機材等の確保を支援

産地活性化総合対策事業
（熊本地震対応産地支援事
業）

（P2）

補助事業

1
果樹・茶産地において、倒木等の被害が生じた
場合に対し、被害果樹・茶の改植、未収益期間
等に対する支援

果樹・茶産地再生支援対策 P12

補助事業

1
１．被災家畜適正処理支援
　死亡、負傷した家畜の搬出、輸送等に要する
経貹の一部を支援

畜産経営復旧緊急支援事業 P13

補助事業

1

２．家畜飼養管理緊急支援
　畜産農家の施設が復旧するまでの間、①家畜
飼養管理等の作業委託、②一時的な家畜の預託
管理に要する経貹の一部を支援

畜産経営復旧緊急支援事業 （P13）

補助事業

1

１．農協等有家畜貸付
　農業団体等が、家畜市場等から家畜を導入す
る経貹の一部を補助し、その家畜を農家に一定
期間貸付け

地域畜産復興支援事業 P14

2
２．家畜導入支援
　農業者等が家畜を導入する場合に経貹の一部
を補助

地域畜産復興支援事業 （P14）

4
被災した酪農家に対し、簡易畜舎の整備、畜舎
修理資材の供給、家畜導入等への支援

酪農経営支援総合対策事業 （P4）

5
被災した肉用牛農家に対し、簡易畜舎の整備、
畜舎修理資材の供給、家畜導入等への支援

肉用牛経営安定対策補完事
業

（P5）

6
被災した養豚農家に対し、簡易畜舎の整備、畜
舎修理資材の供給、家畜導入等への支援

養豚経営安定対策補完事業 （P6）

補助事業

1
中心的な畜産経営体への施設整備・機械導入等
に対する補助

畜産クラスター事業
（平成28年熊本地震対
応）

（P3）

被災された酪農家における応急的な搾乳作業等
のためのヘルパー利用を傷病時等の互助基金の
対象に追加

酪農経営支援総合対策事業 P15

肉用子牛の平均売買価格が保証基準価格を下
回った場合に、補給金を交付する【肉用子牛生
産者補給金制度】において、被災された肉用牛
農家に対し、生産者負担金の納付期限の延長等
の特別措置を実施

肉用子牛生産者補給金制度 （P15）

肥育牛１頭当たりの粗収益が生産コストを下回
る場合に差額の８割を補塡する【肉用牛肥育経
営安定特別対策事業（牛マルキン）】におい
て、被災された畜産農家の生産者積立金の免除
等の特例措置を実施

肉用牛肥育経営安定特別対
策事業（牛マルキン）

（P15）

（３）飼養規模回復のため家畜の導入を
したい

３．果樹・茶が被害を受けた

（１）改植をしたい

４．家畜等が被害を受け畜産経営に支障が生じて
いる

（１）被災家畜を適正に処理したい

（２）施設が復旧するまでの間の経営継
続を図りたい

（４）被災地域全体で今後を見据えた前
向きな取組を図りたい

（５）その他特例措置



No 概要 事業名 頁項目
肥育豚１頭当たりの粗収益が生産コストを下回
る場合に差額の８割を補塡する【養豚経営安定
対策事業（豚マルキン）】において、被災され
た畜産農家の生産者負担金の免除の特例措置を
実施

養豚経営安定対策事業（豚
マルキン）

P16

鶏卵の標準取引価格が補塡基準価格を下回る場
合に差額の９割を補塡する【鶏卵生産者経営安
定対策事業】において、被災された鶏卵農家に
対し、積立金の減額や積立金残額の返還を実施

鶏卵生産者経営安定対策事
業

（P16）

経営悪化で負債の償還に支障が生じた経営体に
対しては、大家畜・養豚特別支援資金につい
て、通常の貸付日（５月及び11月の末日）に加
え、当面の間、毎月末日を貸付日として、緊急
的に融通

畜産特別支援資金融通事業 （P16）

被災による影響で飼料代金の支払が困難となっ
た畜産農家に対する飼料代金の支払猶予を飼料
関係団体に要請

（P16）

補助事業

1
３．応急給水支援事業
　水確保が困難となった農業者への応急的な灌
水資材等導入を支援

熊本地震営農支援事業 （P11）

補助事業

1
地震で破損や機能低下等が生じた農地・農業用
施設の補修等に取り組む集落の活動を支援

多面的機能支払復旧活動支
援事業

P17

1
１．塩害等対策調査指導事業
　液状化現象等による塩水等の流入や土壌の酸
性化の状況調査

熊本地震緊急塩害等対策事
業

P18

補助事業

2
２．塩害等対策支援事業
　土壌塩分の除去や土壌酸度矯正のために必要
な石灰資材の散布支援

熊本地震緊急塩害等対策事
業

（P18）

補助事業

1 被災した農地や農業用施設の復旧に要する経貹 農地等災害復旧事業 P19

2
地震で破損や機能低下等が生じた農地・農業用
施設の補修等に取り組む集落の活動を支援

多面的機能支払復旧活動支
援事業

（P17）

3

震災の影響を受けた地域において、農地等の復
旧と一体的に大区画化など、耕作条件の改善を
行うとともに、高収益作物への転換等を図る取
組を支援

農地耕作条件改善事業 P20

補助事業

1
地震による影響が懸念される農業用施設につい
て、二次災害防止のための緊急点検に要する経
貹

農村地域防災減災事業 P21

1
土地改良区に対し、土地改良事業等の負担金の
償還利子相当額を助成

災害被災地域土地改良負担
金償還助成事業

P22

５．農地や農業用施設が被害を受けた

（１）応急的に農業用水を確保したい

（２）農業者自ら用水路等を補修したい

（３）土壌塩分の除去等をしたい

（４）農地・農業用施設を復旧したい

（５）農業用施設の緊急点検をしたい

（６）土地改良区の運営体制の再構築を
図りたい



No 概要 事業名 頁項目

2
土地改良区に対し、事務機器の復旧に対する経
貹等を助成

被災土地改良区復興支援対
策

P23

補助事業

　　（農業） 1
被災した農畜産物集出荷貯蔵施設等の共同利用
施設の再整備・解体等を支援

生産総合事業（強い農業づ
くり交付金）（平成28年
熊本地震被災施設整備等対
策）

P24

　　（農業） 2
被災した農業共同利用施設の復旧を行う農業協
同組合等に対する助成

農業共同利用施設災害復旧
事業

P25

　　（農業） 3

集出荷施設等に被害を受けた産地に対し、当該
施設における農産物の出荷円滑化を図るために
必要となる掛かり増し経貹や施設の簡易な復旧
措置等の取組を支援

産地活性化総合対策事業
（熊本地震対応産地緊急支
援事業）

P26

　　（水産業） 4
被災した漁協等が所有する共同利用施設の復旧
工事に要する経貹

水産業共同利用施設災害復
旧事業

P27

　　（水産業） 5
地震により被災した、荷さばき施設等の共同利
用施設の再建（整備又は修繕）等を支援

強い水産業づくり交付金 P28

補助事業

1 被災した卸売市場施設の復旧に係る経貹を助成 卸売市場施設災害復旧事業 P29

補助事業

1
被災した木材加工流通施設等の復旧に係る経貹
に対する助成

木材加工流通施設等復旧対
策事業

P30

補助事業

1
被災した被害防止柵等の鳥獣被害防止施設の再
整備に対する助成

鳥獣被害防止総合対策事業
（地震災害対策分）

P31

補助事業

1
市町村等が実施する被災した林道の復旧に要す
る経貹に対する助成

現年林道災害復旧事業 P32

補助事業

1
地震により発生した山地崩壊箇所の復旧工事に
要する経貹

緊急治山事業 P33

2
国庫補助事業の対象とならない地震により発生
した山地崩壊箇所の復旧工事等に要する経貹

単県治山事業（県営事業） P34

（２）卸売市場を復旧したい

６．共同利用施設や卸売市場等が被害を受けた

（１）共同利用施設を復旧したい

（３）木材加工流通施設を復旧したい

７．鳥獣被害防止施設等が被害を受けた

（１）鳥獣被害防止施設等を復旧したい

８．林道が被害を受けた

（１）林道を復旧したい

９．山腹崩壊や治山施設等が被害を受けた

（１）山腹崩壊や治山施設等を復旧した
い



No 概要 事業名 頁項目

3
国庫補助事業の対象とならない地震により発生
した山地崩壊箇所において市町村が行う復旧工
事に対する補助

単県治山事業
（市町村営事業）

P35

4
地震により被災した治山施設の復旧工事に要す
る経貹

現年治山災害復旧事業 P36

5
地震により被災した山地の復旧整備や、被災し
た森林の被害木の伐倒等を緊急的に実施

治山事業・森林整備事業 P37

補助事業

1

熊本地震によって崩壊した泥土等が海へ流出
し、河口域へ堆積する恐れがあることから干潟
環境における漁業者によるアサリ稚貝の移植や
耕うん等の保全活動の支援

水産多面的機能発揮対策事
業

P38

2
河川から流入した土砂等の堆積で機能が低下し
た漁場において、漁場機能の回復を図るため、
作れいや耕うんによる堆積物の除去等を行う

水産環境整備事業貹（県営
漁場整備）

P39

補助事業

1
災害により海岸に漂着した流木やごみ等の処理
に要する経貹

災害関連大規模漂着流木等
処理対策事業貹

P40

資金

1
地震により被害を受けた漁業者が、経営改善を
図るのに必要な、長期かつ低利の資金を融資

漁業近代化資金 （P7）

資金負担軽減

1
地震被害対策として融資を受ける漁業者に対す
る利子補給や保証料支援、漁業信用基金協会へ
の出えん

平成２８年熊本地震被害対
策資金（漁業）

（P9）

補助事業

1

ノリ生産地について、平成２８年度の生産に影
響が出ないよう、被災地全体の計画的・効率的
な復旧を行うためのノリ乾燥機の整備計画作成
や点検整備の掛かり増し経貹を支援

熊本ノリ養殖経営再開準備
緊急支援対策

P41

補助事業

1 国庫負担の災害復旧に係る測量、調査、設計
単県漁港災害復旧設計調査
貹（県管理漁港）

P42

2
国庫負担の災害復旧事業で実施できない小規模
で局部的な漁港漁場施設及び漁港海岸保全施設
の災害復旧等

単県漁港漁場施設災害復旧
貹

P43

3
漁港施設及び漁港海岸保全施設における国庫負
担の災害復旧

現年漁港災害復旧貹（県管
理漁港）

P44

4
市町が管理する漁港施設及び漁港海岸保全施設
における国庫負担の災害復旧に係る測量、調
査、設計

市町村漁港災害復旧設計調
査貹

P45

１２．漁港漁場が被害を受けた

１０．土砂等が流入し漁場の機能低下やアサリへ
の影響が懸念される

（１）漁場の機能回復をしたい

１１．漁具等が被害を受けた

（１）漁具等の復旧をしたい

（２）海岸に漂着した流木等を処理した
い

（１）漁港漁場の復旧をしたい



No 概要 事業名 頁項目

資金

1
被害を受けた農林漁業者が、経営を維持するた
めに必要な運転資金を融資

農林漁業セーフティネット
資金

（P7）

2
被害を受けた農漁業者が、経営を維持するため
に必要な運転資金を融資

地震被害対策緊急資金 （P7）

補助事業

1

１．市町村加入促進支援事業
　市町村が果樹共済や園芸施設共済加入者に対
する掛金支援を行う場合の必要経貹に対する助
成

農業共済加入促進事業 P46

2
２．農業共済組合加入促進事業
　農業共済組合が未加入者に対する加入促進活
動等を行う際の必要経貹に対する助成

農業共済加入促進事業 （P46）

補助事業

1
被災した農山漁村の活性化に資する施設の整備
等を支援

農山漁村振興交付金（農山
漁村活性化整備対策）

P47

補助事業

1
地震による被災農業法人等の従業員等の就業の
場を確保するとともに、農業技術等を習得する
ための研修の実施を支援

①被災農業者向け農の雇用
事業
②農の雇用事業（次世代経
営者育成派遣研修タイプ）

P48

2
震災により生産現場や選果場等を支える労働力
不足の解消のための取組みを支援

熊本地震復興労働力確保対
策事業

P49

補助事業

1

震災を受けて低下している地域のコミュニティ
機能や地域活動及び交流の活性化を図るため、
震災復興の取組みを重点に、住民主体の地域活
動を支援

くまもと里モンプロジェク
ト推進事業

P50

１７．農山漁村の地域活動が低下している

（１）地域のコミュニティの再構築や活
性化を図りたい

（１）活性化施設の復旧をしたい

１６．農業法人等での雇用が不足している

（１）農業法人等の雇用維持を図りたい

１３．経営再建等を図るための資金がない

（１）運転資金を借りたい

１４．今後に備えたい

（１）農業共済への加入促進

１５．農山漁村の活性化施設が被害を受けた
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震災復旧緊急対策経営体育成支援事業 
（被災農業者向け経営体育成支援事業） 

 

１．目的 

「平成２８年熊本地震」により被災した農業者に対し、農産物の生産に必要な施設

の復旧等を緊急的に支援し、早急な営農再開による農業経営の安定化を図る。 

 

２．事業内容 

１）農産物の生産及び生産した農産物の加工に必要な施設並びにその附帯施設の 

  再建・修繕（必要な資材を購入して自ら再建・修繕する場合を含む） 

 

２）農業用機械及び生産した農産物の加工に必要な機械の取得・修繕 

※助成対象外 

  ・農業生産・加工に必要な施設以外の施設（販売に関する施設等） 

  ・附帯・補完的器具（育苗箱、パレット、コンテナ、運搬台車等） 

  ・消耗品（トンネル、マルチ、燃料、農薬、肥料等） 

 

３）被災した施設（農産物の生産に必要なもの）の解体、廃材の運搬・処理 

 

３．支援対象者 

農業用施設等が被災した者（市町村から被災証明を受けていること）であって、地

方公共団体による支援や融資を受けて、被災施設の復旧等、又は倒壊した畜舎等の撤

去を行うことにより農業経営を継続しようとする農業者 

 

４．事業主体 

 市町村 

 

５．負担割合 

 １）、２）国５／１０、県２／１０、市町村２／１０ 

 ３）国５／１０、県２．５／１０、市町村２．５／１０ 

  

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農地・担い手支援課 

  （０９６－３３３－２３８２） 
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産地活性化総合対策事業 

（平成 28年熊本地震対応産地支援事業） 
 

１．目的 

平成 28 年熊本地震の影響により、産地において、作物、農地、農業機械等に大き

な被害が発生しており、当該産地における農業生産に大きな影響を及ぼしていること

から、被災を機に作物転換や規模拡大を図る産地において必要な農業機械等のリース

導入や、作物の種苗、パイプハウスの設置等に必要な生産資材の導入等の取組を支援。 

 

２．事業内容 

１）リース方式による農業機械等の導入支援 

被災を機に作物転換や規模拡大に取組む場合に必要な農業機械や施設園芸用機

器等をリース方式により導入する取組 

 

２）生産資材の共同調達支援 

被災を機に作物転換や規模拡大等を図る場合に必要なパイプハウス等の生産資

材を共同調達する取組 

 

３）種苗等の導入支援 

被災により、一時的な作物転換や再播種・再定植を余儀なくされた場合に必要と

なる種苗の共同購入、農作業委託、農業用機械のレンタル等に要する経費を支援 

 

３．支援対象者 

 被災された農業者のうち、作物転換や規模拡大等に取り組む農業者 

 

４．事業主体 

 市町村、農業者団体等 

 

５．負担割合 

 国１／２以内等 

 

６．問い合わせ先 

 農林水産省 生産局総務課生産推進室（０３－３５０２－５９４５） 

生産局園芸作物課（０３－６７３８－７４２３） 

生産局地域対策官（０３－６７４４－２１１７） 

政策統括官付穀物課（０３－３５０２ー５９６５） 

政策統括官付地域作物課（０３－３５０２－５９６３） 

 



3 
 

畜産クラスター事業 

（平成 28年熊本地震対応） 
 

１．目的 

平成２８年熊本地震の影響により、畜舎等の施設、設備に加え、死亡牛も発生する

など大きな被害が発生しており、畜産経営に大きな影響を及ぼしている。 

このため、畜産クラスターの仕組みを活用して、被災地域において、地域として経

営再開・体質強化を進める取組（施設整備・機械導入等）を支援する。 

 

２．事業内容 

１）畜産クラスター事業（整備事業） 

中心的な経営体への施設整備に対する補助 

・家畜飼養管理施設、家畜排せつ物施設、自給飼料関連施設、これら施設の整備

及び補改修等 

 

２）畜産クラスター事業（機械導入事業） 

  中心的な経営体への機械のリース導入に対する補助 

  ・自給飼料関係機械、家畜飼養管理機械、堆肥調整散布関係機械等 

 

３．支援対象者 

地域一体となって収益力向上を図る熊本地震対応畜産クラスター計画に位置付け

られた中心的な経営体（畜産農家、新規参入者、飼料生産組織等） 

 

４．事業主体 

畜産クラスター協議会 

構成：畜産農家、飼料生産支援組織、市町村、県（地域振興局等）、ＪＡ、畜産

専門農協、畜産関連業者等 

 

５．負担割合 

１）及び２）国１／２以内 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２３９８・２３９９） 

 

 

 



4 
 

酪農経営支援総合対策事業 

 

１．目的 

被災された酪農家に対し、簡易畜舎の整備、畜舎を修理するための資材の供給、飼

養管理の附帯施設・機械の簡易な修理、乳用牛の地域内の酪農家への預託、家畜導入、

乳房炎の治療・予防等の取組等への支援を優先実施。 

 

２．事業内容 

１）簡易畜舎の整備支援 

２）資材供給、附帯施設・機械の修理 

３）乳用牛の預託 

４）初妊牛等の導入 

５）生乳流通関係機器のリース導入 

６）乳房炎の治療・予防等の取組 

 

３．支援対象者 

 被災された酪農家（共同での取組） 

 

４．事業主体 

 （一社）中央酪農会議 

 

５．負担割合 

１）国１／２以内（２万円/㎡を上限） 

２）国１／２以内 

３）国１／２以内 

４）国１／２以内（２７５千円/頭等を上限） 

５）国１／２以内 

６）国１／２以内 

 

６．問い合わせ先 

（独法）農畜産業振興機構 畜産経営対策部 酪農経営課 

（０３－３５８３－９３３２） 

（一社）中央酪農会議 

（０３－６６８８－９８４１） 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２３９８） 
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肉用牛経営安定対策補完事業 

 

１．目的 

被災された肉用牛農家に対し、簡易牛舎の整備、畜舎を修理するための資材の供給、

飼養管理の附帯施設・機械の簡易な修理、繁殖雌牛の地域内の繁殖農家への預託、家

畜導入等への支援を優先実施。 

 

２．事業内容 

１）簡易畜舎の整備支援 

２）資材供給、附帯施設・機械の修理 

３）繁殖雌牛等の預託 

４）繁殖に供する雌牛の導入 

 

３．支援対象者 

 被災された肉用牛農家（共同での取組） 

 

４．事業主体 

 （公社）熊本県畜産協会 

 

５．負担割合 

１）国１／２以内（２万円/㎡を上限） 

２）国１／２以内 

３）国１／２以内 

４）国１／２以内（２７５千円/頭等を上限） 

 

６．問い合わせ先 

 （独法）農畜産業振興機構 畜産振興部 畜産生産課 

（０３－３５８３－４４０４） 

 （公社）熊本県畜産協会 

  （０９６－３６９－７８２０） 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２３９８） 

 

 

 

 

 



6 
 

養豚経営安定対策補完事業 

 

１．目的 

被災された養豚農家に対し、簡易畜舎の整備、畜舎を修理するための資材の供給、

飼養管理の附帯施設・機械の簡易な修理、家畜導入等への支援を優先実施。 

 

２．事業内容 

１）簡易畜舎の整備支援 

２）資材供給、附帯施設・機械の修理 

３）繁殖に供する雌豚の導入 

 

３．支援対象者 

 被災された養豚農家（共同での取組） 

 

４．事業主体 

 （一社）日本養豚協会、農協等 

 

５．負担割合 

１）国１／２以内（２万円/㎡を上限） 

２）国１／２以内 

３）国１／２以内（４０千円/頭を上限） 

 

６．問い合わせ先 

 （独法）農畜産業振興機構 畜産経営対策部 養豚経営課 

（０３－３５８３－１１５０） 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２３９８） 

 

 



平成２８年熊本地震被害対策資金　－ 県の金融支援（概要） －

資金使途

名　　　称
農林漁業

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金
漁業近代化資金

農業経営基盤
強化資金

（スーパーＬ資金）

農林漁業
施設資金

対 象 者 農林漁業者 認定農業者 農業者 漁業者 認定農業者 農林漁業者

被害程度要件

貸付限度額 1,200万円
個人1.5億円
法人3.6億円

個人3億円
法人10億円

1,200万円

償還期限 10年
施設15年
機械10年

施設15年
機械７年

20年 25年 15年

据置期間 ３年
施設７年
機械２年

施設３年
機械２年

３年 10年 ３年

融 資 枠
農業５６億円
漁業０.８億円

１３.５億円 １.５億円 ２億円 ２億円
農業２億円

漁業２.４億円

基準金利（％）
(利子補給後金利)

0.10
1.40
(0.10)

1.40
(0.10)

1.40
(0.10)

0.10 0.10

上乗
利子補給率

（％）
0.050～0.100 0.050～0.100 0.050～0.100 0.050～0.100 0.050～0.100 0.050～0.100

貸付金利（％）
（末端金利）

0.00～0.050 0.00～0.050 0.00～0.050 0.00～0.050 0.00～0.050 0.0～0.050

利子補給割合
県：市町村
＝　１：１

県：市町村：金融機関
＝　５：２：３

県：市町村
＝　１：１

県：市町村
＝　１：１

利子補給期間

債務保証
担保・保証人

-
保証料助成

< 県：市町村 ＝ １：１ >
- -

融資機関 日本政策金融公庫
農協･銀行等

<農業>

天草漁協･漁協
(農中)･銀行等

<漁業>
天草漁協･漁協(農中) 日本政策金融公庫 日本政策金融公庫

※　基準金利の(　)書きは、通常利子補給後の金利。　　※　金利は平成28年4月20日現在。

※　貸付金利（末端金利）は、被害状況に応じて、無利子又は上乗せ利子補給の基準となる金利の1/2。

1.40

農協･銀行等

1.350～1.400

0.00～0.050

県：市町村：金融機関
　＝　５：２：３

３年間 ５年間

県：市町村：金融機関
＝　５：２：３

保証料助成
<　県：市町村　＝　１：１　>

保証料助成
<　県：市町村　＝　１：１　>

運転資金　：　地震被害による減収量が平年収量の３０％以上、かつ、被害金額が農林漁業収入の１０％以上であること。
設備等復旧資金　：　農林漁業施設等が生産に支障を来す程度の被害を受けていること等の市町村長の証明を受けていること。
＊　無利子化の対象者は、上記の要件を満たし、「地震被害による減収量が平年収量の３０％以上、かつ、被害金額が農林漁業収入の５０％以上であること。」

個人1,800万円
法人2億円

10年

３年

農業７５億円
漁業０.８億円

1,000万円

【問い合わせ先】　熊本県　農林水産部　団体支援課
　　　　　　　　　（０９６－３３３－２３７１）

運転資金 施設等資金

地震被害対策緊急資金 農業近代化資金

農漁業者

7 
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畜産経営体質強化支援資金 

 

１．目的 

畜産クラスター事業等により震災復旧や経営発展に取り組む意欲ある畜産経営体

の償還負担の軽減するため、既往負債を長期・低利な資金に一括借換えて、新たな投

資を円滑に行うことにより、地域の畜産経営の発展に資する。 

 

２．事業内容 

畜産クラスター計画に基づき地域全体の支援を得て新しい経営展開を図るなど意

欲ある畜産経営に対し、償還負担を軽減するため既往負債を一括借換える資金。 

 

３．支援対象者 

次のいずれかに該当する者 

（１）認定農業者 (クラスター計画の中心的な経営体となることができない合理的な

事由がある場合に限る。） 

（２）クラスター計画に定める中心的な経営体 

（３）熊本地震対応畜産クラスター計画における中心的な経営体 

 

４．事業主体 

畜産クラスター事業を実施する酪農、肉用牛又は養豚経営者 

 

５．負担割合 

（１）貸付限度額：借換対象資金の借入残高 

（２）償還期限及び据置期間 

酪農及び肉用牛経営：２５年以内（据置５年以内） 

養豚経営：１５年以内（据置５年以内) 

（３）貸付利率及び利子補給率 

       （H28.9.30現在・試算値） 

 

区  分 

 

基準 
金利 

貸付 
利率 

中央畜産会 
利子補給率 

利子補給率（地方負担分） 

県 市町村 融資機関等 計 

貸付当初５年間 
貸付６年目以降 
貸付１０年目以降 

1.50 
1.50 
1.50 

無利子 
0.25 
0.25 

1.26 
1.01 
1.01 

0.08 
0.08 
- 

0.02 
0.02 
- 

0.14 
0.14 
0.24 

0.24 
0.24 
0.24 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 団体支援課 

  （０９６－３３３－２３７１） 
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平成２８年熊本地震被害対策資金 

（農業、水産業） 
 

１．目的 

平成２８年熊本地震による被災農林漁業者が、今後の経営に支障を来さないよう、

必要な資金を円滑に融通するとともに、借り入れた資金の金利負担軽減措置などを講

じる。 

 

２．事業内容 

１）制度資金（利子補給）による支援 

被災した農林漁業者に対し、運転資金及び設備資金を融通する金融機関に、

市町村が利子補給を行った場合、県が市町村に対し利子補給費補助金を交付す

る。 

対象者 ：＜運転資金＞ 

運転資金については、この災害により、減収量が平年収量の

３０％以上、かつ、減収による損失額が平年農林漁業収入の１

０％以上である旨、市町村長の証明を受けた農林漁業者。 

     ＜設備資金＞ 

設備資金については、この災害により、農林漁業施設等が被

害を受けていること及びこの災害対策として実施する事業で

ある旨、市町村長の証明を受けた農林漁業者。 

    利子補給： 各資金の貸付金利の１／２。 

         ＊ 対象者であって、減収量が平年収量の３０％以上、かつ、減

収による損失額が平年農林漁業収入の５０％以上である旨、市

町村長の証明を受けた農林漁業者は無利子。 

対象資金：＜運転資金＞ 

農林漁業セーフティネット資金、地震被害対策緊急資金 

     ＜設備資金＞ 

       農業近代化資金、スーパーL資金、農林漁業施設資金 

 

２）農林漁業者等に対する保証料支援 

    借入者が農業（漁業）信用基金協会に支払う保証料について、市町村が基金

協会に対して保証料補助を行った場合、県が市町村に対し保証料補助金を交付

する。 

対象者  ：平成２８年地震被害対策資金（公庫資金以外）の貸付対象者 

対象保証料：対象者が負担する保証料のうち、利子補給期間に係るもの。 

被害程度に応じて２段階の支援措置を講じる。 

① 保証料の１／２を補助 
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平成 28年地震被害対策資金の貸付対象者の要件を満たすもの 

② 保証料全額を補助 

平成 28 年地震被害対策資金の貸付対象者の要件を満たし、減

収量が平年収量の３０％以上、かつ、減収による損失額が平年農

林漁業収入の５０％以上である旨、市町村長の認定を受けた農林

漁業者 

 

３）農業（漁業）信用基金協会への支援 

    農業（漁業）信用基金協会が代位弁済又は求償権償却に備えて積み立てる特

別準備金に対する出えんする。 

 

３．支援対象者 

 農林漁業者 

 

４．事業主体 

 県、市町村、（融資機関） 

 

５．負担割合 

県・市町村・融資機関 ＝ ５：２：３ （利子補給(公庫資金以外)） 

 県・市町村      ＝ １：１   （利子補給(公庫資金),保証料） 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 団体支援課 

  （０９６－３３３－２３７１） 
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熊本地震営農支援事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により、県内広範囲で農舎や農業用機械、農業水利施設等の

破損がみられ、営農に様々な影響が出ている。これらの被害は現状復旧に時間を要

するうえ、農家負担は心情的な点も含め甚大である。このままでは、水不足による

作付放棄、作付遅延による収量減尐、生産意欲の低下など農業経営の悪化や耕作放

棄地の増加が懸念される。このため作物転換や給水など営農維持に必要な緊急的な

支援を行い、本県の農業経営維持を図る。 

 

２．事業内容 

１）種子用大豆確保事業 

転換用大豆種子の確保・供給にかかる経費への助成 

２）生産組織作業委託支援事業 

作物転換等にかかる生産組織等の作業受託の掛かり増し経費への助成 

３）応急給水支援事業  

    水確保が困難となった農業者への応急的な灌水資材等導入への支援 

 

３．支援対象者 

 被災された農業者、生産組織等 

 

４．事業主体 

 １）２）：熊本県農業協同組合中央会 

 ３）：農業協同組合、農業者の組織する団体等 

 

５．負担割合 

 １）県定額 

２）県定額 

 ３）県１／２以内 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農産園芸課 

  （０９６－３３３－２３８９、０９６－３３３－２３９３） 

 

 

 

 



12 
 

果樹・茶産地再生支援対策 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により、果樹・茶産地において、倒木等の被害が生じた場合に

対応し、被害果樹・茶の改植、未収益期間等に対する支援。 

 

２．事業内容 

１）果樹における改植及び未収益期間対策 

果樹産地の収益力強化と農業者の経営安定を図る観点から、倒木等の被害が

生じた果樹の改植及び未収益期間に対する支援 

（この際、通常の優良品目・品種への面的な改植だけでなく、被害果樹の同一

品種への改植や被害を受けた樹体ごとの「スポット的な改植」も可能） 

【具体的な支援内容】改植に必要な苗木代、樹体の撤去費用等 

          未収益期間に必要な肥料代や農薬代等 

 

２）茶における改植及び未収益期間対策 

茶産地の収益力強化と農業者の経営安定を図る観点から、倒木等の被害が生

じた茶園を中心に、新植・改植、改植に伴う未収益期間、茶園整理等に対する

支援 

【具体的な支援内容】改植、移動改植、新植、台切り、担い手への集積等に

伴う茶園整理、棚栽培への転換 

 

３．支援対象者 

 果樹生産者、茶生産者グループ 

 

４．事業主体 

 １）民間団体 

 ２）農業者等の組織する団体 

 

５．負担割合 

 １）国定額、国１／２ 

 ２）国定額 

 

６．問い合わせ先 

 ＜果樹＞ 農林水産省生産局園芸作物課（０３－３５０２－５９５７） 

＜ 茶 ＞ 農林水産省生産局地域対策官（０３－６７４４－２１１７） 
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畜産経営復旧緊急支援事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により被害を受けた畜産農家の経営再建に向けた取組を緊急的

に支援し、被災農家の経営継続並びに本県畜産業の復旧を図る。 

 

２．事業内容 

１）被災家畜適正処理支援 

地震により死亡、負傷した家畜の搬出、輸送・処理等に要する経費の一部を

支援 

 

２）家畜飼養管理緊急支援  

被災により生産活動が困難になった畜産農家の施設が復旧するまでの間、以

下の取組に要する経費に対して経費の一部を支援 

    ①家畜飼養管理、堆肥処理等の作業委託 

    ②一時的な家畜の預託管理 

 

３．支援対象者 

 畜産農家 

 

４．事業主体 

 市町村、農業団体等 

 

５．負担割合 

１）県１／２以内 

２）①県定額 

②県１／２以内 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２３９８） 
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地域畜産復興支援事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震で被災した地域における畜産業の再建を図るため、地域で策定

する復興計画の実現を支援し本県の畜産振興を図る。 

 

２．事業内容 

１）農協等有家畜貸付 

農業団体等が、家畜市場等から家畜を導入する経費の一部を補助し、その家

畜を農家に一定期間貸付け 

【対象家畜】乳用繁殖牛、肉用繁殖雌牛、繁殖豚及び農用繁殖馬 

 

２）家畜導入支援 

農業者等が家畜を導入する場合に経費の一部を地域畜産復興組織を通じて

補助 

【対象家畜】肉用肥育素牛、肥育用素豚、雛及び肥育用素馬 

 

３．支援対象者 

 畜産農家、農業団体等 

 

４．事業主体 

１）市町村、農業団体等（地域畜産復興組織） 

２）農業者等 

 

５．負担割合 

 県１／５以内（各畜種ごとに上限あり） 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課 

  （０９６－３３３－２４０１） 
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被災された畜産経営に対する支援策（特例措置等） 

 

１．措置等の内容 

＜酪農＞ 

１）酪農ヘルパー利用への追加支援 

被災された酪農家における応急的な搾乳作業等のためのヘルパー利用を傷

病時等の互助基金の対象に追加（互助基金の対象となり農家負担が１／２）。 

 

＜肉用牛＞ 

１）【肉用子牛生産者補給金制度】において、被災された肉用牛農家に対し、生産

者負担金の納付期限の延長等の特別措置を実施 

   ①生産者負担金の納付期限を延長 

     平成 28 年４～９月に生後６か月齢に達する肉用子牛について、生産者

負担金の納付期限を６か月齢未満から９か月齢未満まで３か月間延長。 

   ②飼養開始月齢の要件を緩和 

     平成 28 年４～９月に譲り受けられる肉用子牛について、生産者補給金

の対象となる飼養開始月齢要件を２か月齢未満から５か月齢未満まで、３

か月間緩和。 

 

２）【肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）】において、被災された畜

産農家の生産者積立金の免除等の特例措置を実施 

①生産者積立金の納付を免除 

  平成 28 年４～９月納付分の生産者積立金を対象に、納付を免除（この

場合、通常の補塡金の国費相当分（補塡金の３/４）を交付）。 

②県を越えて移動した牛も交付対象に追加 

  平成 28 年４～９月に他の都道府県に移動して肥育された肥育牛につい

ては、補塡金の交付対象となるよう移動制限の要件を緩和。 

  また、他の都道府県の生産者に権利を承継した肥育牛についても、補塡

金の交付対象となるよう権利義務の承継の要件を緩和。 

③肥育牛の前倒し出荷を交付対象に追加 

  平成 28 年４～９月に満 12 か月齢以上で販売された肥育牛については、

補塡金の交付対象となるよう肥育期間の要件を緩和。 

④個体登録月齢の要件を緩和 

      平成 28年４～９月において、個体登録月齢の要件を 14か月未満から 17

か月未満に緩和。 
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＜養豚＞ 

１）【養豚経営安定対策事業（豚マルキン）】において、被災された畜産農家の生産

者負担金の免除の特例措置を実施 

○平成 27 年度第４四半期（平成 28 年１～３月）分及び平成 28 年度第１四

半期（平成 28 年４～６月）分の生産者負担金が対象で、この場合、通常

の補塡金の国費相当分（補塡金の１/２）を交付。 

 

＜採卵鶏＞ 

１）【鶏卵生産者経営安定対策事業】において、被災された鶏卵農家に対し、積立

金の減額や積立金残額の返還を実施 

    ①平成 28年度の積立金の減額 

平成 28 年度の積立金について、契約内容の変更により積立金の減額が

可能。 

    ②積立金残額の返還 

既に払込済みの積立金について、契約解除申請に基づく手続を経て、そ

の残額の返還を受けることが可能。 

 

＜その他＞ 

１）畜産関係の負債整理資金の緊急的融通 

経営悪化で負債の償還に支障が生じた経営体に対しては、大家畜・養豚特別

支援資金について、通常の貸付日（５月及び 11月の末日）に加え、当面の間、

毎月末日を貸付日として、緊急的に融通。 

 

２）畜産農家に対する飼料代金の支払猶予 

被災による影響で飼料代金の支払が困難となった畜産農家に対する飼料代

金の支払猶予を飼料関係団体に要請（４月 15日通知済み）。 

 

２．支援対象者 

 畜産農家 

 

３．問い合わせ先 

＜酪農＞ 

 熊本県酪農業協同組合連合会（０９６－３８８－３５１６） 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課（０９６－３３３－２３９８） 

＜肉用牛＞＜養豚＞＜採卵鶏＞ 

熊本県 農林水産部 生産経営局 畜産課（０９６－３３３－２３９８） 

＜その他＞ 

熊本県 農林水産部 団体支援課（０９６－３３３－２３７１） 
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多面的機能支払復旧活動支援事業 

 

１．目的 

地震で破損や機能低下等が生じた農地・農業用施設の補修等に取り組む集落の活動

を支援する。 

 

２．事業内容 

１）多面的機能支払復旧活動支援事業 

  小規模な損壊や、応急手当を実施したものの十分に機能回復されていない農地

や農業用施について、その補修等を機動的かつきめ細やかに取り組む活動、また

保全管理体制の整備・強化を図る取組を支援。 

 

３．支援対象者 

 多面的機能支払交付金の活動組織 

 

４．事業主体 

 多面的機能支払交付金の活動組織（農業者等の組織する団体） 

 

５．負担割合 

 国１／２、県１／４、市町村１／４ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 むらづくり課 

  （０９６－３３３－２４１６） 
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熊本地震緊急塩害等対策事業 

 

１．目的 

液状化現象等によるほ場への塩水流入や土壌の酸性化の状況を調査し、除塩対策や

酸度矯正の対策を行うことで、農業所得の確保につなげる。 

 

２．事業内容 

１）塩害等対策調査指導 

液状化現象等によるほ場への塩水流入や土壌の酸性化の状況を調査する。 

 

２）塩害等対策支援 

土壌塩分の除去や土壌酸度矯正のために必要な石灰資材の散布支援を行う。 

    ・対象資材：石灰資材 １０ａ当たり１５０ｋｇ 

     （土壌ｐＨに応じて炭酸石灰、硫酸石灰、消石灰等から選定） 

    ・採択要件：地震に伴う液状化現象等により、土壌の塩素濃度が０．１％以

上、畑作物にあっては０．０５％以上、酸性化の場合はｐＨ５未満のほ

場であること。 

 

３．支援対象者 

 農業者等 

 

４．事業主体 

 １）県 

２）農業協同組合又は農業者の組織する団体（受益者３戸以上）等 

 

５．負担割合 

 １）県１０／１０ 

 ２）県１／３、市町村１／３ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農業技術課 

  （０９６－３３３－２３８０） 

 

 

 

 

 



19 
 

農地等災害復旧事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により被害を受けた農地、農業用施設について、早急な復旧工

事を行い、営農の維持、並びに経営の安定を図る。 

 

２．事業内容 

 市町村、土地改良区が農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する

法律に基づいて実施する農地、農業用施設の災害復旧。 

  農地災害復旧事業 

農業用施設災害復旧事業 

 ＜採択要件＞ 

  １箇所の工事の費用が４０万円以上。 

  農業用施設は関係受益戸数２戸以上。 

 

３．事業主体 

 市町村、土地改良区 

 

４．負担割合 

（１）基本補助率 

 農地：国５０％、地元（市町村等）５０％ 

 農業用施設：国６５％、地元（市町村等）３５％ 

（２）基本補助率の嵩上げ 

  農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助に関する法律第３条第３項による（１）

の補助率の嵩上げ。 

（３）激甚法による嵩上げ 

  激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の基づく（２）の補助

率の嵩上げ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 農地整備課 

  （０９６－３３３－２４１７） 
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農地耕作条件改善事業 

 

１．目的 

震災の影響を受けた地域において、農地等の復旧と一体的に大区画化など、耕作条

件の改善を行うとともに、高収益作物への転換等を図る取組を支援 

 

２．事業内容 

１）地域内農地集積型（地域内の農地集積を計画的に実施する場合） 

○定額助成：区画拡大、暗渠排水、水路等の更新整備、先進的省力化技術導入支

援等の条件改善促進支援等 

※中心経営体に集約化（面的集積）する農地については、定額助成の単価を２割加算 

○定率助成：土層改良、農作業道、農地造成、管理省力化支援、品質向上支援、

営農環境整備支援、地形図作成等の条件改善促進支援等 

 

２）高収益作物転換型（農地集積を図りつつ、高収益作物への転換を図る場合） 

基盤整備に加え、販売先の確保や営農定着等に必要な支援を計画策定から一

括支援。「１）地域内農地集積型」の事業内容に加え、以下の取組が可能。 

○定額助成：プラン作成に係る調査・調整、農産物の需給動向の把握、技術習得

方法の検討と実践、試験販売等の経営展開の支援、現場での研修会

開催等 

○定率助成：実証展示ほ場の設置・運営、導入１年目の種子・肥料等への支援 等 

 

３．事業主体 

農地中間管理機構、都道府県、市町村、土地改良区、農業法人等 

 

４．負担割合 

 ＜定額助成＞国定額 

＜定率助成＞国５０％等 

県１５％等（農業農村整備推進交付金の対象事業の場合） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 農地整備課 

  （０９６－３３３－２４１２） 
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農村地域防災減災事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震による影響が懸念される農業用施設について、二次災害防止の

ため緊急点検を実施するもの。 

 

２．事業内容 

地域の防災減災対策に必要な諸条件について行う調査及び計画の策定等。 

（１）安全度評価 

 農業用施設や農村防災施設等の機能診断等調査を行い、地域住民の安全性確保の

観点から必要となる施設整備の優先度を決定し、効率的に安全対策を行うために農

村災害対策整備計画を作成するもの。 

（２）耐震性・耐震化対策整備計画策定 

 大規模地震発生のおそれのある地域において土地改良施設の耐震性を調査する

とともに必要に応じて耐震化対策整備計画を策定するもの。 

 

３．事業主体 

 県または団体 

 

４．負担割合 

 国５０％（ただし、二次災害が予想される地域における施設に係る調査計画事業で

あって、平成３０年度までに採択する場合にあっては定額補助） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 農地整備課 

  （０９６－３３３－２４１７） 
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災害被災地域土地改良負担金償還助成事業 

 

１．目的 

熊本地震により被災した農用地や土地改良施設等に関する土地改良事業等の負担

金の償還利子相当額を土地改良区等に対して助成 

 

２．事業内容 

被災農家が安定した営農を再開できるよう、熊本地震により被災した農用地や土地

改良施設等が災害復旧事業の適用を受けた場合は、その受益地に係る被災年度の土地

改良事業等の負担金の償還利子相当額を土地改良区等に対して助成 

 

３．支援対象者 

 被災し、負担金の償還に支障が生じている土地改良区等 

 

４．負担割合 

 国定額 

 

５．問い合わせ先 

 農林水産省 農村振興局 整備部 農地資源課 

  （０３－３５０２－６２７７） 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 農村計画課 

  （０９６－３３３－２４０５） 
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被災土地改良区復興支援対策 

 

１．目的 

土地改良区の業務運営体制の再構築を図り、早期の営農再開と効率的な施設管理を

確保する。 

 

２．事業内容 

 １）業務運営の維持に係る資金借入に対する利子助成 

被災した土地改良区の業務運営の維持に係る金融機関からの資金借入に伴

い生ずる利子に対して助成。 

 

２）業務書類・機器等の復旧 

熊本地震の被災により破損した組合員名簿、土地原簿、賦課台帳等の復旧及

び損傷を受けた事務機器の復旧や賦課システムの再構築に対する支援を実施。 

 

３．支援対象者 

被災し、業務運営に支障が生じている土地改良区 

 

４．負担割合 

 国定額 

 

５．問い合わせ先 

 農林水産省 農村振興局 土地改良企画課 

  （０３－３５０２－６００６） 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 農村計画課 

  （０９６－３３３－２４０５） 
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生産総合事業（強い農業づくり交付金） 

（平成 28年熊本地震被災施設整備等対策） 
 

１．目的 

「平成２８年熊本地震」により被災した産地に対し、農畜産物集出荷貯蔵施設等の

共同利用施設の復旧・整備を支援し、早急な集出荷機能等の回復及び向上を図るとと

もに、産地競争力強化に向けた力強い生産供給体制を確立する。 

 

２．事業内容 

（１） 共同利用施設等の整備 

ア「再整備」 

特定共同利用施設が被災した場合の補修・修繕・再取得、特定共同利用施設以

外の農業生産施設（パイプハウス等）が被災した場合の新たな共同利用施設の整

備等 

 

イ「解体等」 

   アの共同利用施設の新たな整備に伴う、被災した特定共同利用施設の全部又は

一部の解体・撤去・廃棄及び当該施設用地の再造成等 

 

３．支援対象者 

 被災した農業協同組合、農事組合法人、農業生産法人、農業者の組織する団体等 

 

４．事業主体 

農業協同組合、農事組合法人、農業生産法人、農業者の組織する団体等 

 

５．負担割合 

 国１／２以内、県１／１０以内 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農産園芸課 

  （０９６－３３３－２３８７） 
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農業共同利用施設災害復旧事業 

 

１．目的 

異常な自然災害により被災した農業共同利用施設の復旧工事を行い、農業の維持と

その経営安定を図る。 

 

２．事業内容 

熊本地震により被災した農業共同利用施設の災害復旧。 

 

＜対象となる共同利用施設＞ 

農業倉庫、資材製造施設、共同作業場、産地市場施設、種苗生産施設、家畜繁殖

施設、共同放牧施設、通信施設、電気供給施設、製氷冷凍製造施設、給水施設、

給油施設、家畜診療施設、公害防止施設等 

 

３．事業主体 

農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人等 

 

４．負担割合 

補助率等（暫定法第 3条、激甚災害法第 6条）  

区分 採択基準 

補助率等 

40万円までの部分 40万円を超える部分 

一般災害（暫定法第 3条） 40万円以上 2/10 

激甚災害 

（激甚災害法第 6条） 

告示地域※ 13万円以上 4/10 9/10 

その他の地域 40万円以上 3/10 5/10 

（※告示地域とは激甚法施行令第 19条に基づき告示された地域） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農産園芸課 

  （０９６－３３３－２３８８、０９６－３３３－２３８７） 
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産地活性化総合対策事業 

（平成 28年熊本地震対応産地緊急支援事業） 
 

１．目的 

平成 28 年熊本地震の影響により集出荷施設等に被害を受けた産地に対し、当該施

設における農産物の出荷円滑化を図るために必要となる掛かり増し経費や施設の簡

易な復旧措置等の取組を支援 

 

２．事業内容 

１）周辺の集出荷施設等の活用に対する支援 

被災した集出荷施設等で選果・加工できない農産物を他の集出荷施設等に輸

送し、選果・加工を行うのに要する輸送費を支援。 

２）集出荷機能の強化に対する支援 

被災により機械設備の一部又は全部が機能不全となった集出荷施設等にお

いて、人手による選果作業等、機械設備の機能を代替するのに要する労賃を支

援。 

３）施設の仮復旧支援 

施設の簡易な補修やプレハブのレンタル等により、一時的に集出荷・加工機

能を回復させるのに要する費用の一部を支援。 

 

３．支援対象者 

 被災した集出荷施設等 

 

４．事業主体 

市町村、農業者団体等（受益の農家が５戸以上ある集出荷施設等の所有者又は運営

主体） 

 

５．負担割合 

 国定額※、１／２以内等 

  ※ １）実費の範囲内で、輸送費 7,000円/トン以内 

    ２）実費の範囲内で、労賃 5,600円/人・日以内 

 

６．問い合わせ先 

 農林水産省 生産局総務課生産推進室（０３－３５０２－５９４５） 

   生産局園芸作物課（０３－６７３８－７４２３） 

   生産局地域対策官（０３－６７４４－２１１７） 

   政策統括官付穀物課（０３－６７４４－２４２０） 

   政策統括官付地域作物課（０３－６７４４－２１１５） 
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水産業共同利用施設災害復旧事業 

 

１．目的 

熊本地震により被災した漁業協同組合等の所有する水産業共同利用施設の復旧を

支援し、水産業の維持を図り、併せてその経営の安定に寄与する。 

 

２．事業内容 

地震により被災した漁協等が所有する共同利用施設の原形復旧 

※ 助成対象 

    漁業協同組合等が所有する水産業共同利用施設で、１箇所の工事の費用が40万円（激甚
災害法第６条の規定に基づく政令で定める地域（告示地域）内にあっては13万円）以上の
災害復旧事業 

 

３．事業主体 

漁協等 

 

４．負担割合 

＜一般災害＞ 

  国２／１０ 

＜激甚災害＞ 

 ◎告示地域 

  40万円までの部分：国４／１０ 

  40万円を超える部分：国９／１０ 

 ◎その他の地域 

  40万円までの部分：国３／１０ 

  40万円を超える部分：国５／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 水産振興課 活力再生推進班 

  （０９６－３３３－２４５７） 

 

  

補助率等（暫定法第 3 条、激甚災害法第 6 条）  

区分 採択基準 

補助率等 

40 万円以下 40 万円超 

一般災害（暫定法第 3 条） 40 万円以上 2/10 

激甚災害 

告示地域注 2 13 万円以上 4/10 9/10 

その他の地域 40 万円以上 3/10 5/10 

注 2  告示地域とは激甚法施行令第 19 条に基づき告示された地域  
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強い水産業づくり交付金 

（平成 28年熊本地震対応） 
 

１．目的 

平成 28年熊本地震により被災した共同利用施設の再建（整備又は修繕）等を支援。 

 

２．事業内容 

熊本地震で被災した地域における漁業生産回復に向けた取組に必要な、荷さばき施

設等の共同利用施設の再建について支援（共同利用施設の整備に伴う被災施設の撤去

等の費用を含む）。 

 

 

３．事業主体 

県、市町村、水産業協同組合等 

 

４．負担割合 

 国１／２以内等 

 

５．問い合わせ先 

 水産庁防災漁村課 

  （０３－６７４４－２３９１） 

 熊本県農林水産部水産局水産振興課 活力再生推進班 

  （０９６-３３３-２４５７） 
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卸売市場施設災害復旧事業 

 

１．目的 

県民に対する生鮮食料品等の安定的な供給体制を早急に確保するため、被災した卸

売市場の復旧を支援する。 

 

２．事業内容 

熊本地震により被災した卸売市場における機能の回復に向けた施設整備の支援（卸

売市場施設の整備に伴う被災施設の撤去・整地等の費用を含む）。 

 

３．支援対象者 

 県内卸売業者等 

 

４．事業主体 

 県内卸売業者等 

 

５．負担割合 

＜地域拠点市場に係る卸売場・仲卸売場＞ 

国１／２、県１／１０ 

＜上記以外の施設＞ 

国１／３、県１／１２ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 流通アグリビジネス課 

  （０９６－３３３－２４７０） 

 

  



30 
 

木材加工流通施設等復旧対策事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により被災し、製材品の生産活動が出来ない木材加工流通施設

等の復旧を早急に支援し、木材の供給体制を確保するとともに、復興住宅等の地域の

木材需要に対応できる生産体制を再整備する。 

 

２．事業内容 

被災した木材加工流通施設等の復旧・整備を支援 

 

３．支援対象者 

被災事業体 

 

４．事業主体 

被災事業体 

 

５．負担割合 

国１／２（予定）、県１／１０ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 林業振興課 

  （０９６－３３３－２４４６） 
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鳥獣被害防止総合対策事業 

（地震災害対策分） 
 

１．目的 

地震災害により、過去に整備した被害防止柵等の鳥獣被害防止施設が損壊し、農作

物等への鳥獣被害の増加が懸念される。このため、被災した鳥獣被害防止施設の復旧

を支援する。 

 

２．事業内容 

地震災害で被災した被害防止柵等の鳥獣被害防止施設の再整備に対する補助。 

 

３．事業主体 

地域協議会等 

 

４．負担割合 

国定額又は国１／２以内等 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 むらづくり課 

  （０９６－３３３－２３７８） 
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現年林道災害復旧事業 

 

１．目的 

平成 28年熊本地震により発生した林道施設災害の早期復旧を図る。 

 

２．事業内容 

市町村等が実施する林道災害復旧への支援。 

対象は、民有林林道台帳に登載された林道。 

 

３．支援対象者 

 市町村等 

 

４．事業主体 

 市町村等 

 

５．負担割合 

 ＜奥地※＞ 国６５％、市町村等実施主体３５％(基本補助率) 

 ＜その他＞ 国５０％、市町村等実施主体５０％(基本補助率) 

       ※奥地は、利用区域内の森林面積が５００ha以上ある路線。 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 林業振興課 

  （０９６－３３３－２４４５） 
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緊急治山事業 

 

１．目的 

平成２８年熊本地震により発生した山地災害について、再度災害の防止及び下流域

の保全を図るため、緊急に復旧整備を行う。 

 

２．事業内容 

 県が実施する地震により発生した山地崩壊箇所の復旧工事。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

国２／３、県１／３ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 森林保全課 

  （０９６－３３３－２４５２） 
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単県治山事業（県営事業） 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により発生した保安林等における山地災害のうち、国庫補助の

対象とならない荒廃地の復旧や被災治山施設の災害復旧などを行い、治山施設等の機

能回復を図り下流域一帯を保全する。 

 

２．事業内容 

 県が実施する荒廃地の復旧や被災治山施設の復旧工事。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

 県１０／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 森林保全課 

  （０９６－３３３－２４５２） 

 

  



35 
 

単県治山事業（市町村営事業） 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により発生した保安林等の区域以外における山地災害のうち、

国庫補助の対象とならない荒廃地の災害復旧を市町村が事業主体となって行い、拡大

崩壊の防止等を図り下流域一帯を保全する。 

 

２．事業内容 

 市町村が実施する荒廃地の災害復旧工事。 

 

３．事業主体 

 市町村 

 

４．負担割合 

 ・熊本県地域防災計画に登載された箇所 県２／３、市町村１／３ 

 ・市町村地域防災計画に登載された箇所 県１／２、市町村１／２ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 森林保全課 

  （０９６－３３３－２４５２） 

 

  



36 
 

現年治山災害復旧事業 

 

１．目的 

平成 28 年熊本地震により被災した治山施設の災害復旧を行い、施設の機能回復を

図り下流域一帯を保全する。 

 

２．事業内容 

 県が実施する被災治山施設の災害復旧工事。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

 国８３３／１０００、県１６７／１０００（熊本地震災） 

国６６７／１０００、県３３３／１０００（通常） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 森林局 森林保全課 

  （０９６－３３３－２４５２） 

 

  



37 
 

治山事業・森林整備事業 

 

１．目的 

熊本地震で被災した山地の復旧整備や、被災した森林の被害木の伐倒等を緊急的に

実施。 

 

２．事業内容 

１）治山事業 

地震により発生した山地災害箇所等であって、今後の降雨等により人命・財

産に被害が及ぶおそれのある森林について、早急に復旧整備を実施。 

 

２）森林整備事業 

地震の影響により機能が低下している森林において、被害木の伐倒や路網整

備などの復旧整備を実施。 

 

３．事業主体 

１）国、県 

２）国、県、市町村、（研）森林総合研究所等 

 

４．負担割合 

 １）国１０／１０、国１／２等、県１／２等 

  ※ 国１０／１０は国が事業主体で実施する調査（熊本地震復旧対策緊急山地調

査：航空レーザー計測の実施） 

 ２）国１０／１０、国３／１０、県１／１０ 

  ※ 国１０／１０は、国等が事業主体で実施する場合 

 

５．問い合わせ先 

 １）熊本県 農林水産部 森林局 森林保全課 

  （０９６－３３３－２４５２） 

 ２）林野庁 整備課 

（０３－６７４４－２３０３） 

熊本県 農林水産部 森林局 森林整備課 

  （０９６－３３３－２４３４） 

 

  



38 
 

水産多面的機能発揮対策事業 

 

１．目的 

漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する「環境・生態系保全」、「海

の安全確保」に係る活動への支援を通じ、多面的機能が効果的、効率的に発揮され、

水産業・漁村の活性化を図ることを目的とする。 

 

２．事業内容 

熊本地震による山腹崩壊等により河川から河口へ流れ込んだ土砂等が干潟へ堆積

したことから、漁場機能の回復を目的として、漁業者による耕うんやアサリの稚貝移

殖等の干潟保全活動を支援。 

 

＜事業の仕組み＞ 

・県、市町村及び漁業者団体等による地域協議会を設置し、国は地域協議会に交付

金を交付。 

・地域協議会は、漁業者等により組織された活動組織が行う活動に対し交付金を交

付。 

 

３．支援対象者 

漁業者等が構成員となった活動組織 

 

４．事業主体 

熊本県水産多面的機能発揮対策協議会 

 

５．負担割合 

 国７０／１００（５割相当）、県１５／１００、市町１５／１００ 

＜被災地域＞ 

 国１０／１０ 

要件に該当する災害であって水産庁長官が別に定めるものにより被災した場合

であって、速やかに環境・生態系保全の活動項目のいずれかを実施しなければその

地域の主要生物資源が死滅するおそれがあるため、当該活動を緊急的に実施するこ

とが必要なときに適用（６月１６日現在では、白川河口域のみ対象）。 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 水産振興課 

  （０９６－３３３－２４５５） 

  



39 
 

水産環境整備事業費（県営漁場整備） 

 

１．目的 

熊本地震により発生した土砂崩れ等により、河川から流入した土砂等の堆積で機能

が低下した漁場において、漁場機能の回復を図るため、澪筋等の整備により堆積物の

除去等を行う。 

 

２．事業内容 

 漁場の機能回復のための、覆砂、作れい、耕うん等を実施。 

 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

国５／１０、県４／１０、市町１／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 漁港漁場整備課 

  （０９６－３３３－２４６４） 

 

  



40 
 

災害関連大規模漂着流木等処理対策事業 

 

１．目的 

熊本地震により山腹が崩壊し、その後、洪水、台風等により海岸に漂着した流木及

びゴミを放置すると海岸保全施設等の機能を阻害するため流木等の処理を行う。 

 

２．事業内容 

農地海岸保全施設及び漁港海岸保全施設の漂着流木等処理。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

国１／２、県１／２ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部  

農村振興局 農地整備課  （０９６－３３３－２４１７） 

水産局 漁港漁場整備課  （０９６－３３３－２４６４） 

 

  



41 
 

熊本ノリ養殖経営再開準備緊急支援対策 

 

１．目的 

熊本地震により被災した熊本・宇土地域のノリ生産地について、平成２８年度の生

産に影響が出ないよう、被災地全体の計画的・効率的な復旧を行う。 

 

２．事業内容 

（１）協議会による計画的・効率的なノリ乾燥機の点検・整備の計画作成 

（２）ノリ乾燥機の点検整備に要する掛増し経費の補助 

 

３．支援対象者 

 ノリ養殖業者 

 

４．事業主体 

 協議会 

 

５．負担割合 

 国 1/2、県 2/10、市 2/10、その他 1/10 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県農林水産部水産局水産振興課 

  （０９６－３３３－２４５５） 
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単県漁港災害復旧設計調査費（県管理漁港） 

 

１．目的 

熊本地震により発生した漁港施設及び漁港海岸保全施設災害について、国庫負担に

よる災害復旧を図るための測量、設計、調査を行う。 

 

２．事業内容 

漁港施設及び漁港海岸保全施設災害に係る測量、設計、調査を実施。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

 県１０／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 漁港漁場整備課 

  （０９６－３３３－２４６４） 
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単県漁港漁場施設災害復旧費 

 

１．目的 

熊本地震により発生した漁港漁場施設及び漁港海岸保全施設災害について、国庫負

担による災害復旧事業で実施できない小規模で局部的な漁港漁場施設及び漁港海岸

保全施設の災害復旧や補修等を行う。 

 

２．事業内容 

 漁港、漁場、漁港海岸保全施設の災害復旧工事等を実施。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

 県１０／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 漁港漁場整備課 

  （０９６－３３３－２４６４） 
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現年漁港災害復旧費（県管理漁港） 

 

１．目的 

熊本地震により発生した漁港施設及び漁港海岸保全施設災害について、国庫負担に

よる災害復旧事業で早期復旧を図り漁港等の機能を回復する。 

 

２．事業内容 

漁港施設及び漁港海岸保全施設の災害復旧工事を実施。 

 

３．事業主体 

 県 

 

４．負担割合 

国５／６、県１／６ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 漁港漁場整備課 

  （０９６－３３３－２４６４） 
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市町村漁港災害復旧設計調査費 

 

１．目的 

熊本地震により発生した市町管理漁港における漁港施設及び漁港海岸保全施設災

害について、災害復旧を図るための測量、設計、調査を国庫補助する。 

 

２．事業内容 

市町が実施する漁港施設及び漁港海岸保全施設災害復旧に係る測量、設計、調査へ

の国庫補助。 

 

３．事業主体 

 市町 

 

４．負担割合 

国５／１０、市町５／１０ 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 水産局 漁港漁場整備課 

  （０９６－３３３－２４６４） 
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農業共済加入促進事業 

 

１．目的 

農業共済の加入促進を図り、農業経営のセーフティネットとしての役割を発揮でき

るようにする。 

 

２．事業内容 

１）市町村加入促進支援事業 

    市町村が果樹共済や園芸施設共済加入者に対する掛金支援を行う場合、必要

となる経費に対して支援。 

 

２）農業共済組合加入促進事業 

農業共済組合が未加入者に対する加入促進活動の展開や農家ニーズに合っ

た共済サービスの提供に向けた調査・検討を行う際の必要経費に対して支援。 

 

３．支援対象者 

 農業者等 

 

４．事業主体 

 １）市町村 

 ２）農業共済組合 

 

５．負担割合 

 １）県１／２、市町村１／２ 

   （掛金の１／２は国庫補助） 

 ２）県１／２、農業共済組合１／２ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 団体支援課 

  （０９６－３３３－２３６９） 
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農山漁村振興交付金 

（農山漁村活性化整備対策） 
 

１．目的 

地震により被災した農山漁村の活性化に資する施設の整備等を支援する。 

 

２．事業内容 

 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金等により整備した施設であって、熊本地震

により被災した施設の整備を交付金により支援（施設の整備に伴う被災施設の撤去等

の費用も含む）。 

 

３．事業主体 

都道府県、市町村、農林漁業者の組織する団体等 

 

４．負担割合 

国定額（１／２以内等） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 むらづくり課 

  （０９６－３３３－２３７８） 
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被災農業者向け農の雇用事業 

農の雇用事業（次世代経営者育成派遣研修タイプ） 
 

１．目的 

平成 28 年熊本地震による被災農業法人等の従業員等の就業の場を確保するととも

に、農業技術等を習得するための研修の実施を支援 

 

２．事業内容 

 １）被災農業者向け農の雇用事業 

被災農業者等の施設等の復旧までの間、他の農業法人等が被災農業者等を一

時的に雇用して研修する場合に必要な経費を助成。 

 

２）農の雇用事業（次世代経営者育成派遣研修タイプ） 

被災農業法人等が、施設等の復旧までの間、従業員を他の農業法人等に研修

目的で派遣する場合に必要な経費を助成。 

 

３．支援対象者 

 被災農業者等、被災農業法人等 

 

４．事業主体 

 全国農業委員会ネットワーク機構 

 

５．負担割合 

 １）国定額 

支援単価：年間最大 120万円 

支援期間：最長２年間 

 ２）国定額 

支援単価：年間最大 120万円 

支援期間：３ヶ月～２年間 

 

６．問い合わせ先 

 （一般社団法人）熊本県農業会議  

 （０９６－３８４－３３３３） 

熊本県 農林水産部 生産経営局 農地・担い手支援課 

  （０９６－３３３－２４３２） 
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熊本地震復興労働力確保対策事業 

 

１．目的 

震災により生産現場や選果場等を支える労働力不足の解消のための取組みを支援

する。 

 

２．事業内容 

労働力確保対策に取り組むＪＡ中央会の運営経費等に係る経費を助成。 

 

３．支援対象者 

 被災した農家、選果場等 

 

４．事業主体 

 熊本県農業協同組合中央会 

 

５．負担割合 

 県１０／１０ 

 

６．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 生産経営局 農地・担い手支援課 

  （０９６－３３３－２４３２） 
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くまもと里モンプロジェクト推進事業 

 

１．目的 

 平成２８年熊本地震等を受けて低下している地域のコミュニティ機能や地域活動

及び交流の活性化を図るため、震災復興の取組みを重点に住民主体の地域活動を支援 

 

２．事業内容 

震災からの復旧・復興や持続可能な農山漁村の創造を目指して、以下のテーマのい

ずれかに沿って取り組む地域活動の立ち上げに要する経費を助成。 

１） 美しい景観の保全、創造 

２） 文化・コミュニティの維持、創造 

３） 地域資源を活用した内発的産業の創造 

 

３．事業主体 

 任意の活動組織、ＮＰＯ法人、各種団体、市町村等 

 

４．負担割合 

 県定額（１団体上限５０万円） 

 

５．問い合わせ先 

 熊本県 農林水産部 農村振興局 むらづくり課 

  （０９６－３３３－２４１５） 

 

 


